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第１０章　　　商業・貿易・サービス業
卸売業
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年間商品販売額は「電気機械器具卸売業」が最多　
平成24年経済センサス-活動調査(産業別集計)では、卸売業の事業所数は２万5,518事業所、従業者数は31万7,314人、年間商品販売額は42兆5,349億円となっています。小分類別の年間商品販売額では、「電気機械器具卸売業」が４兆9,270億円(構成比11.6％)で最も多く、以下、「食料・飲料卸売業」が４兆6,202億円(同10.9％)、「化学製品卸売業」が４兆496億円(同9.5％)と続いています。
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小売業

年間商品販売額は「百貨店，総合スーパー」が最多
平成24年経済センサス-活動調査(産業別集計)では、小売業の事業所数は４万8,655事業所、従業者数は35万9,419人、年間商品販売額は７兆8,903億円となっています。小分類別の年間商品販売額では、「百貨店，総合スーパー」が１兆1,601億円(構成比14.7％)で最も多く、以下、「各種食料品小売業」が１兆1,128億円(同14.1％)、「自動車小売業」が6,756億円(同8.6％)と続いています。


貿易

大阪税関の通関実績は、２兆5,501億円の輸入超過　
　平成26年の大阪税関管内(大阪府・京都府・和歌山県・奈良県・滋賀県・福井県・石川県・富山県)の通関実績では、輸出総額９兆9,859億円(前年比8.3％増、うち大阪府8兆7,188億円)、輸入総額12兆5,360億円(同6.7％増、うち大阪府11兆3,168億円)となっており、輸出入差引額は２兆5,501億円の輸入超過となっています。国別では、中国が輸出で2兆4,936億円、輸入で4兆2,411億円と、最も多くなっています。


サービス

平成26年特定サービス産業実態調査では、「対事業所サービス業(ソフトウェア業、広告業、情報処理・提供サービス業等)」の事業所数は、「ソフトウェア業」が2,160事業所で最も多く、「対個人サービス業(冠婚葬祭業、公園,遊園地・テーマパーク業、教養・技能教授業等）」では、「教養・技能教授業」が5,334事業所で最も多くなっています。また、「対事業所サービス業」の年間売上高は「ソフトウェア業」が１兆159億円で最も多いものの、前年に比べ2,709億円（前年比21.1％）減少しました。「対個人サービス業」では、「冠婚葬祭業」が1,446億円で最も多く、前年に比べ217億円（前年比17.7％）増加しました。一方、「スポーツ施設提供業」は前年に比べ425億円（前年比31.3％）減少しました。



業種別年間商品販売額(卸売業小分類 上位10業種)
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業種別年間商品販売額(小売業小分類 上位10業種)
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国別輸出入額(大阪税関管内)
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サービス業の年間売上高
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